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2022年２月24日に始まったロシアによるウクライナ侵攻とそれに続く米欧日等の“西側諸国”によ

る大規模な対ロシア制裁の発動は、ロシアにおける外資系企業の活動にも多大な影響を及ぼし、多

くの企業が活動の制限、場合によっては撤退を余儀なくされている。 

日本企業に関しては、帝国データバンクの７月22日時点の資料によると、ロシアに進出している国

内上場企業168社のうち、ロシア事業の停止や制限・撤退を表明している企業は74社、うち取引停

止が34社、生産停止が14社、営業停止が10社、撤退が５社、その他が11社であった。当会独自

の調べでもほぼ似たような結果がでている（８月５日時点でロシア事業の停止や制限・撤退を表明し

ている企業は76社、活動の一時停止が60社、活動の縮小が11社、撤退が５社）。つまり、現時点で

は、多くの日本企業が、活動を停止し、次のアクションに備えて事態の推移を観察・分析しているとい

うのが現状といえるだろう。 

他方、欧米の企業に関しては、活動の一時停止から、次のアクションに踏み込む企業がでてきて

いる。すなわち、現下の状況においてもロシアで活動を継続する会社、あるいはロシアでの事業を断
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